
1 
 

資 産 負 債 資 産 負 債

1 4 ,3 9 5 1 ,3 8 0

（ △ 1 5 3 ） （ ＋ 3 ）
3 1 ,3 4 0 億 円 3 ,0 0 5 千 円

（ △ 5 2 0 ） 純 資 産 （ △ 1 0 ） 純 資 産

億 円 1 6 ,9 4 4 千 円 1 ,6 2 5

（ △ 3 6 9 ） （ △ 1 4 ）

億 円 千 円

（    ） は 前 年 度 比 較  ※ 住 民 基 本 台 帳 に 基 づく 　 　

秋 田 県 の 人 口 （ 総 計 ： 日 本 人 ＋ 外 国 人 ）

平 成 2 8 年 1 月 1 日 現 在 　 1 ,0 4 3 ,0 1 5 人

平 成 2 7 年 1 月 1 日 現 在 　 1 ,0 5 6 ,5 7 9 人

※ 表 中 の 数 値 は 、 表 示 単 位 未 満 で 四 捨 五 入 し て 端 数 処 理 を し て い る た め 、 表 内 計 算 で 一 致

　  し な い 場 合 が あ り ま す 。 （ 以 下 全 て の 表 に お い て 同 じ ）

県 民 １ 人 当 た り で は ・ ・ ・

普 通 会 計 貸 借 対 照 表 １ 人 当 た り 貸 借 対 照 表

県 が 所 有

す る 資 産
取 得 し た

資 産 の 財 源

平成２８年１０月３１日 

秋田県出納局会計課 

 

 

平成２７年度秋田県の財務書類について 

 

 

平成２７年度決算に基づく秋田県の財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計

算書、資金収支計算書）の概要は次のとおりです。 

 

 

１ これまでの取組 

 本県では、平成１１年度決算より企業会計手法を取り入れた財務書類作成に取り組んでき

ました。平成２０年度決算からは他の多くの団体が採用している「総務省方式改訂モデル」に

より作成しています。 

  

２ 平成２７年度の概要 

    普通会計の貸借対照表における資産額は３兆１，３４０億円で、公共資産や基金の減少等

により前年度よりも５２０億円減少しています。負債額は１兆４，３９５億円で、地方債の減少

等により前年度よりも１５３億円減少しています。資産から負債を差し引いた純資産額は１兆

６，９４４億円で、前年度よりも３６９億円減少しています。 

     普通会計の行政コスト計算書における経常行政コストは４，４８４億円、経常収益は９２億

円です。経常行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストは４，３９２億円となり、

前年度よりも７２億円増加しています。 

     連結貸借対照表における資産額は、３兆４，１２３億円（対普通会計比１．０９）です。負債

額は１兆５，１３２億円（対普通会計比１．０５）、純資産合計は１兆８，９９２億円（対普通会計

比１．１２）です。 
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３ 普通会計財務書類の概要 

 

（１）対象範囲 

普通会計の範囲は、一般会計に加えて、証紙、母子父子寡婦福祉資金、就農支援資金貸

付事業等、中小企業設備導入助成資金、土地取得事業、林業・木材産業改善資金、市町村

振興資金、沿岸漁業改善資金、地域総合整備資金、環境保全センター事業及び公債費管理

の１１特別会計です。 

 

（２）財務書類４表の相互連関 

  財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）は、

次の表のように相互に連関しています。 

   貸借対照表の歳計現金と資金収支計算書の期末資金残高、貸借対照表の純資産合計と

純資産変動計算書の期末純資産残高、行政コスト計算書の純経常行政コストと純資産変動

計算書の純経常行政コストがそれぞれ一致します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普通会計財務書類４表の相関関係（平成27年度） 　

貸借対照表

29,011 億円 固定負債 13,387 億円

1,866 億円 流動負債 1,009 億円

462 億円 負債合計 14,395 億円

(うち歳計現金 97 億円　） 純資産合計 16,944 億円

31,340 億円 負債及び純資産合計 31,340 億円

行政コスト計算書

 経常行政コスト 4,484 億円

（△）経常収益 92 億円

 純経常行政コスト 4,392 億円

資金収支計算書

95 億円 純資産変動計算書

経常的収支 1,075 億円  期首純資産残高 17,313 億円

公共資産整備収支 △ 105 億円  純経常行政コスト △ 4,392 億円

投資・財務的収支 △ 969 億円  財源調達 4,029 億円

2 億円  資産評価替・無償受入 △ 5 億円

97 億円  期末純資産残高 16,944 億円

 期首資金残高

 当期収支

 期末資金残高

 公共資産

 投資等

 流動資産

 資産合計

一
致

どれほどの資産や債務を有するかについて一体的に情報を表示

企業でいう損益計算書

経常的活動の費用と収入を表示

区分ごとに現金の

流れを表示

純資産の１年間の

増減を要因毎に表示

一
致

一
致
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貸借対照表

構成比 増減額 増減率

資産の部 億円 ％ 億円 億円 ％

１．公共資産 29,011 92.6 29,449 △ 438 △ 1.5

　(1) 有形固定資産 29,002 92.5 29,436 △ 434 △ 1.5

　　①生活インフラ・国土保全 20,716 66.1 20,861 △ 145 △ 0.7

　  ②教育 1,905 6.1 1,853 52 2.8

　  ③福祉 165 0.5 180 △ 15 △ 8.3

　  ④環境衛生 211 0.7 228 △ 17 △ 7.5

　  ⑤産業振興 5,086 16.2 5,354 △ 268 △ 5.0

 　 ⑥警察 334 1.1 339 △ 5 △ 1.5

    ⑦総務 585 1.9 621 △ 36 △ 5.8

　(2) 売却可能資産 9 0.0 12 △ 3 △ 25.0

２．投資等 1,866 6.0 1,941 △ 75 △ 3.9

　(1) 投資及び出資金 570 1.8 570 0 0.0

　(2) 貸付金 573 1.8 595 △ 22 △ 3.7

　(3) 基金等 689 2.2 740 △ 51 △ 6.9

　(4) 長期延滞債権等 34 0.1 37 △ 3 △ 8.1

３．流動資産 462 1.5 470 △ 8 △ 1.7

　(1) 現金預金 458 1.5 466 △ 8 △ 1.7

　(2) 未収金 4 0.0 5 △ 1 △ 20.0

資産合計 31,340 100.0 31,860 △ 520 △ 1.6

負債の部／純資産の部

１．固定負債 13,387 42.7 13,530 △ 143 △ 1.1

　(1) 地方債 12 ,017 38.3 12,092 △ 75 △ 0.6

　(2) 退職手当引当金 1,241 4.0 1,296 △ 55 △ 4.2

　(3) その他 129 0.4 142 △ 13 △ 9.2

２．流動負債 1,009 3.2 1,017 △ 8 △ 0.8

　(1) 翌年度償還予定地方債 807 2.6 815 △ 8 △ 1.0

　(2) 翌年度支払予定退職手当 111 0.4 114 △ 3 △ 2.6

　(3) その他 91 0.3 88 3 3.4

負債合計 14,395 45.9 14,548 △ 153 △ 1.1

純資産合計 16,944 54.1 17,313 △ 369 △ 2.1

負債及び純資産合計 31,340 100.0 31,860 △ 520 △ 1.6

（※現金預金には、歳計現金のほか、財政調整基金、減債基金が含まれています。）

H26H27
比較増減県がこれまでに形成

し、これからの行政

サービスに使用する
資産

地方債（借金）のうち

返済の予定が

翌々年度以降のもの
と翌年度のもの

将来において支払や
返済の必要が

あるもの

第三セクターへの

出資金等

未利用地等の売却が

可能な資産

道路や学校などの

土地・建物

税金などの未収金

のうち、１年を超え

て回収されていない
もの

将来、職員が

退職する際に

支給される
退職手当の

負担を計上

（３）貸借対照表について 

資産が前年度より減少した主な要因としては、資産として新たに取得した額よりも、保有資

産の価値の減少分である減価償却費の方が多いこと等により、公共資産が４３８億円減少し、

基金の減少等により投資等が７５億円減少したことなどがあげられます。 

負債は、その約９割を借入金である地方債が占めており、地方債と翌年度償還予定地方債

の合計は１兆２，８２４億円で、前年度よりも８３億円減少しています。 

 

 

年度末時点で県がどのような資産を保有しているのか（資産合計）と、その資産がどのよ

うな財源で賄われているのか(負債・純資産合計）が分かります。負債は資産を形成した財

源のうち、将来に現金支出として負担が発生するものであり、純資産は補助金や税金など、

負債以外の財源調達の蓄積を表しています。 

 地方債残高１兆２，８２４億円のうち、４，４５７億円は臨時財政対策債※です。 
  

※ 臨時財政対策債 ： 国の財源不足により、本来地方交付税として自治体に配分するべき額が不

足した際、その穴埋めとして発行され、償還費用が後年度に地方交付税で措置されることとなっ

ている地方債  
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（４）行政コスト計算書について 

行政コスト計算書は、この１年間に行政サービスを提供するためにどれだけのコストを費や

したかを示すものです。 

経常行政コストは全体で前年度より５８億円増加しており、分類ごとにみてみると、「人にか

かるコスト」は、人件費や退職手当引当金繰入額などで、前年度よりも３億円増加しています。

「物にかかるコスト」は、物件費や減価償却費などで、前年度よりも１０億円増加しています。

「移転支出的なコスト」は、補助金や社会保障給付などで、前年度よりも６６億円増加していま

す。 

 経常収益は、使用料・手数料、分担金・負担金などで前年度よりも１４億円減少しています。 

経常行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストは、前年度よりも７２億円増加

しています。 

 

 

現金支出を伴わない「減価償却費」や「退職手当引当金繰入」なども、発生主義の観点か

ら当期のコストに加えています。資産を取得するために支出した金額は、貸借対照表の資

産に計上されるので、行政コストには含まれません。 

収益には行政サービスの利用で直接負担する施設利用料、手数料などを計上しており、

税金や補助金は含まれていません。 

この計算書で計算されたコストと税金や補助金の関係は純資産変動計算書で表していま

す。 

行政コスト計算書

構成比 増減額 増減率
億円 ％ 億円 億円 ％

経常行政コスト（A) 4,484 100.0 4,426 58 1.3

１．人にかかるコスト 1,349 30.1 1,346 3 0.2

　(1) 人件費 1,224 27.3 1,240 △ 16 △ 1.3

　(2) 退職手当引当金繰入等 46 1.0 29 17 58.6

　(3) 賞与引当金繰入 78 1.7 77 1 1.3

２．物にかかるコスト 1,413 31.5 1,403 10 0.7

　(1) 物件費 201 4.5 188 13 6.9

　(2) 維持修繕費 26 0.6 26 0 0.0

　(3) 減価償却費 1,186 26.4 1,189 △ 3 △ 0.3

３．移転支出的なコスト 1,589 35.4 1,523 66 4.3

　(1) 社会保障給付 68 1.5 68 0 0.0

　(2) 補助金等 1,244 27.7 1,123 121 10.8

　(3) 他会計等への支出額 26 0.6 28 △ 2 △ 7.1

　(4) 公共資産整備補助金等 250 5.6 304 △ 54 △ 17.8

４．その他のコスト 134 3.0 154 △ 20 △ 13.0

経常収益（B) 92 100.0 106 △ 14 △ 13.2

１．使用料・手数料 64 69.6 57 7 12.3

２．分担金・負担金・寄附金 28 30.4 48 △ 20 △ 41.7

純経常行政コスト(A)－(B) 4,392 4,320 72 1.7

H26H27
比較増減

将来の退職手当

のうち当期に

発生した分

行政活動に伴い

発生した費用。

以下、人にかか
るもの、物にかか

るもの等に分類

旅費、備品購入

費等

特別会計等
他会計への
財政支出

借入金の
支払利子など

資産の価値が１年

間で減少した分

県営住宅使用料
など、行政サー
ビスの利用者が
直接負担する使
用料や手数料
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（５）純資産変動計算書について 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年間でどれだけ増減したのかを示してい

ます。 

期首純資産残高（平成２６年度末残高）１兆７，３１３億円から、今年度の純経常行政コスト

４，３９２億円をマイナスし、それに充てる財源として税金や補助金等４，０２９億円をプラスし

て資産の評価替等５億円をマイナスした結果、期末純資産残高（平成２７年度末残高）は１兆

６，９４４億円となり、２７年度中に３６９億円純資産が減少しています。 

財源のうち、地方税は１，１４０億円で前年度よりも１６７億円増加し、地方交付税は１，９３

８億円で４４億円の減少、国からの補助金は７０１億円で１３億円増加しています。 

 

 

 

 

 
 

 

 

純資産変動計算書

増減額 増減率

億円 億円 億円 ％

期首純資産残高 17,313 17,753 △ 440 △ 2.5

　 純経常行政コスト △ 4,392 △ 4,320 △ 72 △ 1.7

　 財源調達 4,029 3,887 142 3.7

地方税 1,140 973 167 17.2

地方交付税 1,938 1,982 △ 44 △ 2.2

その他行政コスト充当財源 278 342 △ 64 △ 18.7

国補助金 701 688 13 1.9

臨時損益 △ 27 △ 99 72 72.7

　 資産評価替・無償受入 △ 5 △ 7 2 28.6

期末純資産残高 16,944 17,313 △ 369 △ 2.1

H26H27
比較増減前年度末の

純資産の額

行政コスト計算書
により算定された

当期のコスト

資産の再評価に

よる損益、無償受

入資産額

臨時的な要因で

発生したもので

災害復旧費、
公共資産の除却、

売却損益等

税金や補助金
などの財源

行政コスト計算書で明らかにされた１年間の行政サービスに要した純経常行政コストを、地方交

付税や地方税、国からの補助金などで賄い、賄いきれなかったコストの分、純資産が減少したこと

が分かります。 
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（６）資金収支計算書について 

  資金収支計算書は、県の現金（歳計現金）の収入（歳入）と支出（歳出）の状況を示した

ものです。現金の収支を性質の異なる３区分に分けて表示しています。 

  経常的収支は１，０７５億円のプラスで、前年度と比べて５３億円の減少、公共資産整備

収支は１０５億円のマイナスで２９億円の増加、投資・財務的収支は９６９億円のマイナス

で４３億円の増加となり、２７年度中の収支の合計は２億円のプラスで、２７年度末の現金

残高は９７億円となりました。 

 

 

「公共資産整備収支」は、公共投資とそれに対する特定の財源、「投資・財務的収支」

は、貸付けや地方債償還等の支出とそれに対する特定の財源という対応になっており、

それ以外の収支が「経常的収支」に計上されています。 

「公共資産整備収支」及び「投資・財務的収支」のマイナス分を経常的収支で補てん

しています。 

 

  

資金収支計算書

増減額 増減率

億円 億円 億円 ％

期首歳計現金残高 95 113 △ 18 △ 15.9

　１．経常的収支 1,075 1,128 △ 53 △ 4.7

　 　　支出 3,109 3,042 67 2.2

　　　 収入 4,184 4,171 13 0.3

　２．公共資産整備収支 △ 105 △ 134 29 21.6

　 　　支出 1,016 1,120 △ 104 △ 9.3

　　　 収入 911 986 △ 75 △ 7.6

　３．投資・財務的収支 △ 969 △ 1,012 43 4.2

　 　　支出 1,884 2,081 △ 197 △ 9.5

　　　 収入 916 1,069 △ 153 △ 14.3

当期収支 2 △ 17 19 111.8

期末歳計現金残高 97 95 2 2.1

H26H27
比較増減

経常的行政活動
の収支

公共資産の整備

にかかる収支

地方債の発行、
元本や利息の

返済等の
財務的収支
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４ 連結財務書類の概要 

 

（１）連結の方法について 

  連結財務書類は、県と連携協力して行政サービスを提供している団体などを１つの行政

サービス提供主体とみなして作成するものです。 

連結の対象は、県の普通会計、公営事業会計、県の出資割合が２５％以上の団体で

す。 各団体・会計等の決算について所要の調整を行い、連結対象団体・会計間の取引を

相殺消去処理した上で作成しています。 

 県の出資割合が２５％以上の団体は、地方独立行政法人４団体、地方公社１団体、第

三セクター等３０団体の計３５団体となっています。 

 

 

 

  ※１ 公営事業会計以外の１１特別会計： 証紙、母子父子寡婦福祉資金、就農支援資金貸付事業等、 

中小企業設備導入助成資金、土地取得事業、林業・木材産業改善資金、市町村振興資金、沿岸 

漁業改善資金、地域総合整備資金、環境保全センター事業、公債費管理特別会計 

 ※２ 病院事業： 地方独立行政法人秋田県立病院機構施設整備等貸付金特別会計 

 ※３ 宅地造成事業（３特別会計）： 能代港エネルギー基地建設用地整備事業特別会計、秋田港飯島地 

区工業用地整備事業特別会計、工業団地開発事業特別会計 

  

連結対象範囲

普通会計（一般会計、公営事業会計 公営事業会計（その他）

　　　　　以外の１１特別会計※１） 病院事業※２

公営事業会計（公営企業） 宅地造成事業※３

電気事業 下水道事業
工業用水道事業 港湾整備事業

地方独立行政法人（４） 地方公社（１）
 地方独立行政法人　秋田県立療育機構  秋田県土地開発公社
 地方独立行政法人　秋田県立病院機構
 公立大学法人　国際教養大学
 公立大学法人　秋田県立大学

第三セクター等（３０）
 (一財)秋田県総合公社 秋田県漁業信用基金協会
 (公財)秋田県国際交流協会 秋田県信用保証協会
 (公財)秋田県長寿社会振興財団  (株)秋田県分析化学センター
 (公財)あきた移植医療協会  (株)秋田県食肉流通公社
 (公財)秋田県生活衛生営業指導センター  田沢湖高原リフト(株)
 (公財)秋田県栽培漁業協会  (株)玉川サービス
 (公財)秋田県林業労働対策基金  (株)秋田ふるさと村
 (公財)秋田県木材加工推進機構  十和田ホテル(株)
 (公財)秋田県林業公社  (株)男鹿水族館
 (公財)あきた企業活性化センター  秋田臨海鉄道(株)
 (一財)秋田県資源技術開発機構  秋田空港ターミナルビル(株)
 (一財)秋田県建築住宅センター  秋田内陸縦貫鉄道(株)
 (公財)暴力団壊滅秋田県民会議  由利高原鉄道(株)
 (公社)秋田県農業公社  大館能代空港ターミナルビル(株)
 (公社)秋田県青果物基金協会  (株)マリーナ秋田

全
体

秋
田
県

連
結
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（２）連結財務書類４表の概要について 

連結ベースでの平成２７年度末の資産は、３兆４，１２３億円です。うち建物、土地、機械

設備、無形固定資産等の公共資産が３兆１，１５９億円と約９割を占めており、普通会計と

同様となっています。負債は１兆５，１３２億円で、純資産は１兆８，９９２億円です。 

経常行政コストの４，９２５億円に対し、経常収益は５２１億円で、差し引いた純経常行政

コストは４，４０５億円です。 

 

 

 

 

 
  

連結財務書類４表の相関関係（平成27年度）

貸借対照表

31,159 億円 固定負債 14,006 億円

2,043 億円 流動負債 1,126 億円

921 億円 負債合計 15,132 億円

(うち資金 704 億円　） 純資産合計 18,992 億円

34,123 億円 負債及び純資産合計 34,123 億円

行政コスト計算書

 経常行政コスト 4,925 億円

（△）経常収益 521 億円

 純経常行政コスト 4,405 億円

資金収支計算書 純資産変動計算書

688 億円  期首純資産残高 19,283 億円

経常的収支 1,145 億円  純経常行政コスト △ 4,405 億円

公共資産整備収支 △ 150 億円  財源調達 4,047 億円

投資・財務的収支 △ 979 億円  資産評価替・無償受入 △ 32 億円

16 億円  その他 97 億円

704 億円  期末純資産残高 18,992 億円 期末資金残高

 流動資産

 資産合計

 公共資産

 投資等

 期首資金残高

 当期収支

一
致

一
致

一
致
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 （３）連結貸借対照表について 

 

 

 

（４）連結行政コスト計算書について 

 

 連結の経常収益には、公営事業会計及び第三セクター等の事業収益（売上高等）が入る

ため、普通会計の５．６６倍の５２１億円となっています。経常行政コストは、普通会計の１．１

０倍、純経常行政コストは１．００倍となっています。 

連結貸借対照表 （単位：億円、倍）

連結/普通

H27 H26 前年比 H27 H26 前年比 H27 H26

（A） （B) （A)-(B) （C） （D) （C)-(D) （C）/（A） （D）/（B）

資産の部

公共資産 29,011 29,449 △ 438 31,159 31,640 △ 481 1 .07 1.07

投資等 1,866 1,941 △ 75 2,043 2,123 △ 80 1 .09 1.09

流動資産 462 470 △ 8 921 932 △ 11 1 .99 1.98

　　　　合計 31,340 31,860 △ 520 34,123 34,695 △ 572 1 .09 1.09

負債及び純資産の部

固定負債 13,387 13,530 △ 143 14,006 14,153 △ 147 1 .05 1.05

流動負債 1,009 1,017 △ 8 1,126 1,148 △ 22 1 .12 1.13

負債合計 14,395 14,548 △ 153 15,132 15,301 △ 169 1 .05 1.05

純資産合計 16,944 17,313 △ 369 18,992 19,394 △ 402 1 .12 1.12

合計 31 ,340 31,860 △ 520 34,123 34,695 △ 572 1 .09 1.09

普通会計 連結純計※

連結行政コスト計算書 （単位：億円、倍）

連結/普通

H27 H26 前年比 H27 H26 前年比 H27 H26

（A） （B) （A)-(B) （C） （D) （C)-(D) （C）/（A） （D）/（B）

経常行政コスト 4,484 4,426 58 4 ,925 4,879 46 1 .10 1.10

人にかかるコスト 1,349 1,346 3 1 ,498 1,488 10 1 .11 1.11

物にかかるコスト 1,413 1,403 10 1 ,652 1,639 13 1 .17 1.17

移転支出的なコスト 1,589 1,523 66 1 ,460 1,399 61 0 .92 0.92

その他のコスト 134 154 △ 20 315 353 △ 38 2 .35 2.29

経常収益 92 106 △ 14 521 533 △ 12 5 .66 5.03

使用料・手数料 64 57 7 64 57 7 1 .00 1.00

分担金・負担金・寄附金 28 48 △ 20 63 70 △ 7 2 .25 1.46

事業収益 0 0 0 320 314 6 － －

その他特定行政サービス収入等 0 0 0 74 91 △ 17 － －

（差引）純経常行政コスト 4,392 4,320 72 4 ,405 4,346 59 1 .00 1.01

普通会計 連結純計

 普通会計に対して資産が１．０９倍、負債は１．０５倍、純資産は１．１２倍で、昨年の構

成比と同じです。  

※連結純計：連結対象を単純合計した金額から相殺消去等の調整をした金額（以下同じ） 



10 
 

（５）連結純資産変動計算書について 

 

 平成２７年度末の連結純資産残高の普通会計に占める割合は１．１２倍となり、昨年

の構成比と同じです。 
 

 

 

（６）連結資金収支計算書について 

 

 平成２７年度の当期収支連結資金収支の期末残高は７０４億円で、昨年と比べて６億

円増加しています。 

 

※ 資金収支計算書の普通会計の金額について 

普通会計単体と連結の場合、資金の対象が異なるため金額が異なっています。 

普通会計単体は歳計現金のみですが、連結時は財政調整基金と減債基金を資金に含めています。よっ

て、連結資金収支計算書の普通会計平成２７年度末資金残高は、単体時の歳計現金残高９７億円に、財

政調整基金残高１７０億円、減債基金残高１９２億円を加えた４５８億円となっています。（表示単位未満で

四捨五入して端数処理をしているため、積み上げと計が一致していません。） 

連結純資産変動計算書 （単位：億円、倍）

連結/普通

H27 H26 前年比 H27 H26 前年比 H27 H26

（A） （B) （A)-(B) （C） （D) （C)-(D) （C）/（A） （D）/（B）

期首純資産残高 17,313 17,753 △ 440 19,283 19,914 △ 631 1.11 1.12

純経常行政コスト △ 4 ,392 △ 4,320 △ 72 △ 4,405 △ 4,346 △ 59

財源調達 4,029 3,887 142 4,047 3,855 192

資産評価替・無償受入 △ 5 △ 7 2 △ 32 △ 13 △ 19

その他 0 0 0 97 △ 17 114

期末純資産残高 16,944 17,313 △ 369 18,992 19,394 △ 402 1.12 1.12

普通会計 連結純計

連結資金収支計算書 （単位：億円、倍）

連結/普通

H27 H26 前年比 H27 H26 前年比 H27 H26

（A） （B) （A)-(B) （C） （D) （C)-(D) （C）/（A） （D）/（B）

466 499 △ 33 688 702 △ 14 1.48 1.41

　経常的収支 1,075 1,128 △ 53 1,145 1,198 △ 53

　公共資産整備収支 △ 105 △ 134 29 △ 150 △ 161 11

　投資・財務的収支 △ 978 △ 1,028 50 △ 979 △ 1,041 62

△ 8 △ 34 26 16 △ 4 20

458 466 △ 8 704 698 6 1.54 1.50

期首資金残高

当期収支

期末資金残高

普通会計 連結純計
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≪参考資料～指標分析≫ 

 

～ 財務書類を用いた指標分析（普通会計）～ 

  

  １．社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本整備のうち、これまでの世代が負担した割合を示しています。この比率が

高いほど、将来への負担が少ないことになります。 

        平成２１年度から比率が減少傾向で、将来世代の負担割合が大きくなったことを示 

しています。平均的な値は、５０％～９０％とされています。 

 

  純資産合計    １６，９４４億円  
                                        ＝ ５８．４％ 

 公共資産    ２９，０１１億円   
 

 

  

２．歳入額対資産比率 

  当年度の歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに形成された

ストックとしての資産が歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の

度合いを測ることができます。平均的な値は、３．０～７．０年とされています。 

 

         資産合計   ３１，３４０億円    
                                      ＝ ５．１３年分 

 歳入総額    ６，１０６億円      ※歳入総額は、決算統計上の額 
 

 
 

  ３．資産老朽化比率 

 施設・整備等の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合により、償却資産

がどの程度老朽化しているかを表します。 

 平成２１年度から一貫して増加しており、老朽化が進んでいることを示しています。

平均的な値は、３５％～５０％とされています。 

 

         減価償却累計額合計   ２８，６６３億円 

                                                 ＝５４．９％ 

        償却資産取得価額合計  ５２，１９８億円 

 

 

H23 H24 H25 H26 H27 傾向

61.1% 60.0% 59.5% 58.8% 58.4%

H23 H24 H25 H26 H27 傾向

5.04 年 5.26 年 5.02 年 5.03 年 5.13 年

H23 H24 H25 H26 H27 傾向

48.6% 50.3% 51.9% 53.4% 54.9%
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  ４．行政コスト対公共資産比率 

 行政コストの公共資産に対する比率をみることで、資産を活用するためにどれ

だけのコストがかけられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サ

ービスを提供しているか（資産が効率的に活用されているか）を分析することが

できます。平均的な値は、１０％～３０％とされています。 

         
経常行政コスト    ４，４８４億円 

                                                  ＝ １５．５％ 

公共資産     ２９，０１１億円 

 

 
 

  

----------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
参考文献：『新地方公会計制度の徹底解説～「総務省方式改訂モデル」作成・活用のポイント～』   

監査法人トーマツパブリックセクターグループ (編著), 森田 祐司 (監修), ぎょうせい 

 

H23 H24 H25 H26 H27 傾向

14.9% 15.0% 15.0% 15.0% 15.5%


